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①事業報告 
 

 当行の新株予約権等に関する事項 

 

1．事業年度の末日において当行の会社役員が有している当行の新株予約権等 

 

[第1回新株予約権] 

Ａ．新株予約権の割当日 2008年7月25日 

Ｂ．新株予約権の行使期間 2008年7月26日から2033年7月25日まで 

Ｃ．権利行使価額（１株当たり） １円 

Ｄ．権利行使についての条件  

新株予約権者は、当行の取締役及び執行役員のいずれの地位をも喪失した日の翌日から 

10日を経過する日までに限り行使できるものとする。 

 新 株 予 約
権の数 

目的となる株式の 
種類及び数 

新株予約権等を
有する者の人数 

取 締 役 
(監査等委員であるもの及び 
社 外 取 締 役 を 除 く ) 

68個 当行普通株式 6,800株 1名 

社 外 取 締 役 
(監査等委員であるものを除
く) 

20個 当行普通株式 2,000株 1名 

監査等委員である取締役 19個 当行普通株式 1,900株 1名 

 

[第2回新株予約権] 

Ａ．新株予約権の割当日 2009年7月23日 

Ｂ．新株予約権の行使期間 2009年7月24日から2034年7月23日まで 

Ｃ．権利行使価額（１株当たり） １円 

Ｄ．権利行使についての条件  

新株予約権者は、当行の取締役及び執行役員のいずれの地位をも喪失した日の翌日から 

10日を経過する日までに限り行使できるものとする。 

 新株予約
権の数 

目的となる株式の 
種類及び数 

新株予約権等を
有する者の人数 

取 締 役 
(監査等委員であるもの及び 
社 外 取 締 役 を 除 く ) 

96個 当行普通株式 9,600株 1名 

社 外 取 締 役 
(監査等委員であるものを除
く) 

22個 当行普通株式 2,200株 1名 

監査等委員である取締役 21個 当行普通株式 2,100株 1名 
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[第3回新株予約権] 

Ａ．新株予約権の割当日 2010年7月23日 

Ｂ．新株予約権の行使期間 2010年7月24日から2035年7月23日まで 

Ｃ．権利行使価額（１株当たり） １円 

Ｄ．権利行使についての条件  

新株予約権者は、当行の取締役及び執行役員のいずれの地位をも喪失した日の翌日から 

10日を経過する日までに限り行使できるものとする。 

 新株予約
権の数 

目的となる株式の 
種類及び数 

新株予約権等を
有する者の人数 

取 締 役 
(監査等委員であるもの及び 
社 外 取 締 役 を 除 く ) 

126個 当行普通株式 12,600株 1名 

社 外 取 締 役 
(監査等委員であるものを除
く) 

29個 当行普通株式 2,900株 1名 

監査等委員である取締役 28個 当行普通株式 2,800株 1名 

 

[第4回新株予約権] 

Ａ．新株予約権の割当日 2011年7月26日 

Ｂ．新株予約権の行使期間 2011年7月27日から2036年7月26日まで 

Ｃ．権利行使価額（１株当たり） １円 

Ｄ．権利行使についての条件  

新株予約権者は、当行の取締役及び執行役員のいずれの地位をも喪失した日の翌日から 

10日を経過する日までに限り行使できるものとする。 

 新株予約
権の数 

目的となる株式の 
種類及び数 

新株予約権等を
有する者の人数 

取 締 役 
(監査等委員であるもの及び 
社 外 取 締 役 を 除 く ) 

169個 当行普通株式 16,900株 1名 

社 外 取 締 役 
(監査等委員であるものを除
く) 

62個 当行普通株式 6,200株 2名 

監査等委員である取締役 29個 当行普通株式 2,900株 1名 
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[第5回新株予約権] 

Ａ．新株予約権の割当日 2012年7月27日 

Ｂ．新株予約権の行使期間 2012年7月28日から2037年7月27日まで 

Ｃ．権利行使価額（１株当たり） １円 

Ｄ．権利行使についての条件  

新株予約権者は、当行の取締役及び執行役員のいずれの地位をも喪失した日の翌日から 

10日を経過する日までに限り行使できるものとする。 

 新株予約
権の数 

目的となる株式の 
種類及び数 

新株予約権等を
有する者の人数 

取 締 役 
(監査等委員であるもの及び 
社 外 取 締 役 を 除 く ) 

295個 当行普通株式 29,500株 2名 

社 外 取 締 役 
(監査等委員であるものを除
く) 

66個 当行普通株式 6,600株 2名 

監査等委員である取締役 33個 当行普通株式 3,300株 1名 
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[第6回新株予約権] 

Ａ．新株予約権の割当日 2013年7月26日 

Ｂ．新株予約権の行使期間 2013年7月27日から2038年7月26日まで 

Ｃ．権利行使価額（１株当たり） １円 

Ｄ．権利行使についての条件  

新株予約権者は、当行の取締役及び執行役員のいずれの地位をも喪失した日の翌日から 

10日を経過する日までに限り行使できるものとする。 

 新株予約
権の数 

目的となる株式の 
種類及び数 

新株予約権等を
有する者の人数 

取 締 役 
(監査等委員であるもの及び 
社 外 取 締 役 を 除 く ) 

293個 当行普通株式 29,300株 3名 

社 外 取 締 役 
(監査等委員であるものを除
く) 

48個 当行普通株式 4,800株 2名 

監査等委員である取締役 23個 当行普通株式 2,300株 1名 

 

[第7回新株予約権] 

Ａ．新株予約権の割当日 2014年7月25日 

Ｂ．新株予約権の行使期間 2014年7月26日から2039年7月25日まで 

Ｃ．権利行使価額（１株当たり） １円 

Ｄ．権利行使についての条件  

新株予約権者は、当行の取締役及び執行役員のいずれの地位をも喪失した日の翌日から 

10日を経過する日までに限り行使できるものとする。 

 新株予約
権の数 

目的となる株式の 
種類及び数 

新株予約権等を
有する者の人数 

取 締 役 
(監査等委員であるもの及び 
社 外 取 締 役 を 除 く ) 

348個 当行普通株式 34,800株 3名 

社 外 取 締 役 
(監査等委員であるものを除
く) 

52個 当行普通株式 5,200株 2名 

監査等委員である取締役 25個 当行普通株式 2,500株 1名 
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[第8回新株予約権] 

Ａ．新株予約権の割当日 2015年7月24日 

Ｂ．新株予約権の行使期間 2015年7月25日から2040年7月24日まで 

Ｃ．権利行使価額（１株当たり） １円 

Ｄ．権利行使についての条件  

新株予約権者は、当行の取締役及び執行役員のいずれの地位をも喪失した日の翌日から 

10日を経過する日までに限り行使できるものとする。 

 新株予約
権の数 

目的となる株式の 
種類及び数 

新株予約権等を
有する者の人数 

取 締 役 
(監査等委員であるもの及び 
社 外 取 締 役 を 除 く ) 

314個 当行普通株式 31,400株 4名 

社 外 取 締 役 
(監査等委員であるものを除
く) 

30個 当行普通株式 3,000株 2名 

監査等委員である取締役 28個 当行普通株式 2,800株 2名 

  

2．事業年度中に使用人等に交付した当行の新株予約権等 

  該当事項はありません。
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②事業報告 
 

 業務の適正を確保する体制 

（1）業務の適正を確保するための体制等の整備についての決議内容の概要 

当行は、業務の適正を確保する体制の整備に係る基本方針を、取締役会において次のとおり決議して

おります。 

① 取締役及び使用人の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための体制 

A．役職員が遵守すべき倫理基準及び具体的な行動指針を規定した「倫理綱領（企業行動原理及び役職員

の行動規範）」を制定し、継続的なコンプライアンス研修等により全役職員に周知徹底を図る。 

B．原則として、全営業店・本部各部にコンプライアンス・オフィサーを配置し、さらにコンプライアン

ス統括部署を設置してコンプライアンス態勢の強化を図るとともに、コンプライアンス委員会はコン

プライアンス態勢確立のための具体的方策の立案や問題点の改善について協議を行い、その内容は取

締役会に付議・報告する体制とする。 

C．コンプライアンスを実現するための具体的な実践計画であるコンプライアンス・プログラムを年度毎

に策定し、継続的なコンプライアンス態勢の強化・充実を図る。 

D．取締役の職務執行の適法性を確保するための牽制機能を期待し、社外取締役が過半数を占める監査等

委員会を設置するとともに、当行グループから独立した社外取締役を選任する。 

E．業務執行部門から独立した内部監査部署を設置し、内部監査方針及び内部監査規程にしたがい内部監

査を実施する。 

F．内部通報制度を設け、当行グループの役職員が当行のコンプライアンス統括部署又は社外窓口（弁護

士）に直接通報できる体制とする。 

G．マネー・ローンダリング等防止にかかる基本方針を定め、当行グループ一体となってマネー・ローン

ダリング及びテロ資金供与の防止に向け、業務の適切性を確保すべく管理態勢を整備する。 

H．反社会的勢力に対する基本方針を定め、当行グループ一体となって市民社会の秩序や安全に脅威を与

える反社会的勢力とは断固として対決し、一元的な管理体制の構築により関係遮断を徹底する。 

② 取締役の職務の執行に係る情報の保存及び管理に関する体制 

取締役の職務執行に係る情報については、文書保存を定める規程にしたがい、適切に保存・保管する。 

  ③ 損失の危険の管理に関する規程その他の体制 

A．当行グループは、業務執行に係るリスクとして以下のリスクを認識する。 

a.信用リスク 

b.市場リスク 

c.流動性リスク 

d.オペレーショナル・リスク 

B．リスク管理の基本方針を定める統合的リスク管理規程に基づき、上記のリスク種類ごとにリスク管理

主管部署を定め、さらにそれを統合的に管理するリスク統括部署を設置し、グループ会社を含めた統

合的リスク管理体制の確立を図る。また、資産・負債の総合管理や統合的リスク管理等を目的にＡＬ

Ｍ委員会を設置し、当委員会で具体的な協議を行う。 

C．不測の緊急事態の発生に対しては、危機管理基本規程を定め、グループ会社を含めた危機管理対応が

できる体制とする。 

④ 取締役の職務の執行が効率的に行われることを確保するための体制 

当行は、監査・監督機能の強化、意思決定の迅速化、経営の透明性の向上を目的に、会社法上の機関

設計として「監査等委員会設置会社」を採用する。 

A．監督機能と業務執行を分離し、権限と責任を明確にするため、執行役員制度を導入する。また、業務

執行に係る協議機関として経営執行会議を設置し、経営の重要事項について多面的な検討を行う。 

B．取締役会を定例及び必要に応じて随時開催するほか、経営意思決定の機動性を確保するため、法令等

に照らし取締役会の決議を要しない事項、ならびに定款に基づき重要な業務執行の決定権限の一部を

経営執行会議等及び執行役員に委任する。経営執行会議等及び執行役員に委任する範囲については、

「取締役会規程」及び「職務権限規程」に明確に定め、取締役会はそれらの職務の執行状況を監督す

る。 

C．組織規程で定める機構、事務分掌、職務権限に基づいて効率的な業務執行を実現する。 
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⑤ 当行並びにグループ会社から成る企業集団における業務の適正を確保するための体制 

当行グループ一体となって総合金融機能を発揮して地域に貢献するため、当行にグループ会社の運営 

  統括部署を設置し、グループ会社の運営規程等を定めて、グループ会社におけるコンプライアンス、当

行への報告、リスク管理、職務執行の効率性など業務運営の適正を確保する。 

A．グループ会社のコンプライアンス態勢を整備するほか、コンプライアンス・プログラムを年度毎に策

定し、グループ会社の継続的なコンプライアンス態勢の強化・充実を図る。また、グループ会社に対

し当行の内部監査部署による監査を実施する。 

B．グループ会社は、事業計画、営業成績、財務状況その他の重要な情報について、当行へ定期的に報告

するほか、法令等の違反行為等、グループ会社に著しい損害を及ぼすおそれのある事実を発見したと

きは、直ちに当行へ報告する。 

C．グループ会社のリスク管理方針を定めて、グループ会社の業務執行に係るリスクを網羅的・統括的に

管理する。 

D．グループ会社は、経営上の重要な案件については、当行との間に定める協議・報告に関する基準にし

たがい、当行に事前協議のうえ意思決定するほか、組織規程で定める機構、事務分掌、職務権限に基

づいて効率的な業務執行を実現する。 

⑥ 監査等委員会の職務を補助すべき使用人に関する事項 

監査等委員会の職務を補助する専属の使用人を配置する。 

⑦ 前号の使用人の取締役(監査等委員である取締役を除く)からの独立性に関する事項及び監査等委員会の 

当該使用人に対する指示の実効性の確保に関する事項 

専属の使用人は他部署の使用人を兼務せず、その人事異動、人事考課、懲戒処分については監査等委

員会の意見を尊重する。また、専属の使用人はもっぱら監査等委員会の指揮命令にしたがう旨を規程に

明記する。 

⑧ 次に掲げる体制その他の監査等委員会への報告に関する体制 

A．当行の取締役及び使用人が当行の監査等委員会に報告をするための体制 

a．取締役、執行役員及び使用人が監査等委員会へ報告する基準等について監査等委員である取締役と

協議のうえ定めるとともに、当行又はグループ会社に著しい損害を及ぼすおそれのある事実を発見

したときは、直ちに監査等委員である取締役に報告する。また、上記にかかわらず取締役、執行役

員及び使用人は、監査等委員である取締役から報告を求められたときには、速やかに報告を行う。 

b．内部通報制度の担当部署は、当行グループの役職員から通報があった場合、監査等委員会に通報事

実を報告し、その後の調査・是正措置等の状況についても報告する。 

B．グループ会社の取締役、監査役及び使用人又はこれらの者から報告を受けた者が当行の監査等委員会

に報告をするための体制 

グループ会社の取締役、監査役、執行役員及び使用人は、当行の監査等委員会から業務執行に関す

る事項について報告を求められたときは、速やかに報告を行う。また、当行のグループ会社の運営統

括部署、内部監査部署、リスク管理部署は、グループ会社におけるコンプライアンス、内部監査、リ

スク管理等の状況を当行の監査等委員会に定期的に報告する。 

  ⑨ 前号の報告をした者が当該報告をしたことを理由として不利な取扱いを受けないことを確保するための

体制 

監査等委員会へ報告を行った当行グループの役職員に対し、当該報告をしたことを理由として不利な 

取扱いを行うことを禁止する旨を規程に明記し、全役職員に周知徹底する。 

⑩ 監査等委員である取締役の職務の執行について生ずる費用の前払又は償還の手続その他の当該職務の執

行について生ずる費用又は債務の処理に係る方針に関する事項 

監査等委員である取締役の職務の執行について生ずる費用等を支出するため、毎年、一定額の予算を

設ける。また、監査等委員である取締役がその職務の執行について生ずる費用の前払い等の請求をした

ときは、当該請求に係る費用又は債務が監査等委員会の職務の執行に必要でないと認められた場合を除

き、速やかに当該費用又は債務を処理する。 

⑪ その他監査等委員会の監査が実効的に行われることを確保するための体制 

取締役頭取は監査等委員である取締役と定期的に意見交換会を開催する。また、監査等委員である取

締役は、経営執行会議その他の重要な委員会等に出席できるものとする。その他、内部監査、法令等遵

守、リスク管理、財務など内部統制に係わる部署は、監査等委員である取締役との円滑な意思疎通等連

携に努める。 
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（2）当該体制の運用状況の概要 

当行では、業務の適正を確保するための体制等の整備と適切な運用のため、上記基本方針に基づく内

部統制システムの整備状況について定期的に点検し、その結果を取締役会に報告しております。 

当事業年度における基本方針に基づく運用状況の概要は次のとおりです。 

① 取締役及び使用人の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための体制 

取締役会の承認を受け「コンプライアンス・プログラム」を年度毎に策定し、プログラムの進捗状況

については、半期毎にコンプライアンス委員会に報告いたしました。2020年度はコンプライアンス委員

会を3回開催し、取締役会直属の監査部による取締役会への内部監査結果報告を12回実施いたしました。 

また、マネー・ローンダリング等防止態勢の高度化に向け、管理態勢の整備を進めました。ただし、

継続的な顧客管理等の新たな課題を認識しており、引き続き対応してまいります。 

 ② 取締役の職務の執行に係る情報の保存及び管理に関する体制 

取締役会、経営執行会議、ＡＬＭ委員会等の主要会議の議事録及び会議にて使用した資料については、

行内規程・要領に基づき、適切に作成・保存・管理しております。 

③ 損失の危険の管理に関する規程その他の体制 

信用リスクの状況については、半期毎に実施したローン・レビューの内容を取締役会に報告いたしま

した。市場リスク、流動性リスクの状況については、毎月開催したＡＬＭ委員会の内容を取締役会に報

告いたしました。オペレーショナル・リスクの状況については、四半期毎にオペレーショナル・リスク

管理委員会の内容を取締役会に報告いたしました。 

また、事業継続計画の実効性向上のため、大規模地震災害の発生を想定した訓練を実施いたしました。 

④ 取締役の職務の執行が効率的に行われることを確保するための体制 

定例取締役会を12回開催いたしました。また、経営の重要事項等を協議する経営執行会議を18回開催 

いたしました。 

⑤ 当行並びにグループ会社から成る企業集団における業務の適正を確保するための体制 

各グループ会社が、当行のコンプライアンス委員会に協議の上、コンプライアンス・プログラムを策 

定し、実施状況を半期毎に当行へ報告いたしました。また、関連会社コンプライアンス・オフィサー会 

議を2回開催いたしました。 

グループ会社に対しては、当行の監査部による監査を定期的に実施しております。2020年度は、グル 

ープ会社5社に対して監査を実施いたしました。 

グループ会社で構成する「関連会社経営戦略会議」を2回開催し、グループ会社の事業計画や業務執 

行状況等について確認しております。また、グループ会社からは、規程で定めている協議・報告基準に 

より、業務執行状況に関する報告を受けております。 

グループ会社のリスク管理態勢については、リスク統括部署、リスク管理主管部署、報告態勢を規程 

に定め、明確にしております。また、グループ会社からの報告に基づき、信用リスク、市場リスク、流 

動性リスク、オペレーショナル・リスクについて計測し、適切に把握しております。 

  ⑥ 監査等委員会の職務を補助すべき使用人に関する事項 

監査等委員会の職務を補助する専属の使用人を1名配置しております。 

⑦ 前号の使用人の取締役（監査等委員である取締役を除く）からの独立性に関する事項及び監査等委員会 

の当該使用人に対する指示の実効性の確保に関する事項 

専属の使用人は他部署と兼務せず、その使用人に対する指揮命令権についても規程に明記しておりま 

す。 

⑧ 次に掲げる体制その他の監査等委員会への報告に関する体制 

A. 当行の取締役及び使用人が当行の監査等委員会に報告をするための体制 

B．グループ会社の取締役、監査役及び使用人又はこれらの者から報告を受けた者が当行の監査等委員会 

に報告をするための体制 

規程に基づき当行及びグループ会社から監査等委員会への報告を適切に実施しております。 

⑨ 前号の報告をした者が当該報告をしたことを理由として不利な取扱いを受けないことを確保するため 

の体制 

監査等委員会へ報告を行った役職員の保護については規程に明記し、内部通報制度に基づく通報があ 

った場合には、通報管理責任者が監査等委員である取締役に通報事実及び調査・是正措置等の状況につ 

いて報告する体制としております。 

⑩ 監査等委員である取締役の職務の執行について生ずる費用の前払又は償還の手続その他の当該職務の執 
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行について生ずる費用又は債務の処理に係る方針に関する事項 

毎年、監査等委員である取締役の職務執行に必要な経費を予算計上し、職務執行について生ずる費用 

の前払い等の請求があった場合には、当該請求に係る費用又は債務を適切に処理しております。 

⑪ その他監査等委員会の監査が実効的に行われることを確保するための体制 

取締役頭取を含む業務執行取締役と監査等委員会との意見交換会を4回開催いたしました。また、監 

査等委員である取締役は取締役会12回の全てに出席いたしました。 

監査部は、監査等委員である取締役に対して毎月監査結果を報告し、課題認識の共有及び意見交換を 

実施しております。 
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③計算書類 
 

 株主資本等変動計算書 

 

第１１８期 
２０２０年４月 １日から 

２０２１年３月３１日まで 
株主資本等変動計算書 

 
（単位：百万円） 

 

 

株主資本  

資本金 

資本剰余金  利益剰余金  

自 己  

株 式 

株 主 

資 本 

合 計 
資 本 

準備金 

その他資 

本剰余金 

資 本 

剰余金 

合 計 

利 益 

準備金 

その他利益剰余金  利 益 

剰余金 

合 計 

固定資 
産圧縮 
積立金 

別 段 
積立金 

繰 越 
利 益 
剰余金 

当 期 首 残 高 20,705 15,516 3 15,520 17,584 163 226,829 32,910 277,487 △947 312,765 

当 期 変 動 額            

固定資産圧縮積立金の取崩 - - - - - △5 - 5 - - - 

 別 段 積 立 金 の 積 立 - - - - - - 5,000 △5,000 - - - 

 剰 余 金 の 配 当 - - - - - - - △3,132 △3,132 - △3,132 

 当 期 純 利 益 - - - - - - - 8,325 8,325 - 8,325 

 自 己 株 式 の 取 得 - - - - - - - - - △0 △0 

 自 己 株 式 の 処 分 - - △3 △3 - - - △12 △12 199 183 

 土地再評価差額金の取崩 - - - - - - - 12 12 - 12 

 株主資本以外の項目の 
 当 期 変 動 額 ( 純 額 ) 

- - - - - - - - - - - 

当 期 変 動 額 合 計 - - △3 △3 - △5 5,000 198 5,193 198 5,388 

当 期 末 残 高 20,705 15,516 - 15,516 17,584 158 231,829 33,108 282,681 △749 318,153 

 

 評価・換算差額等 

新株予約権 純資産合計 その他有価証
券評価差額金 

繰延ヘッジ 
損益 

土地再評価 
差額金 

評価・換算 
差額等合計 

当 期 首 残 高 37,115 8 2,522 39,646 281 352,692 

当 期 変 動 額       

固定資産圧縮積立金の取崩 - - - - - - 

 別 段 積 立 金 の 積 立 - - - - - - 

 剰 余 金 の 配 当 - - - - - △3,132 

 当 期 純 利 益 - - - - - 8,325 

 自 己 株 式 の 取 得 - - - - - △0 

 自 己 株 式 の 処 分 - - - - - 183 

 土地再評価差額金の取崩 - - - - - 12 

 株主資本以外の項目の 
 当 期 変 動 額 ( 純 額 ) 

9,293 △8 △12 9,272 △110 9,161 

当 期 変 動 額 合 計 9,293 △8 △12 9,272 △110 14,550 

当 期 末 残 高 46,408 △0 2,510 48,918 170 367,242 
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 個別別注記表 

記載金額は百万円未満を切り捨てて表示しております。 

 

重要な会計方針 

1．有価証券の評価基準及び評価方法 

(1) 有価証券の評価は、満期保有目的の債券については移動平均法による償却原価法（定額法）、子会社・子法

人等株式については移動平均法による原価法、その他有価証券については原則として決算日の市場価格等に基

づく時価法（売却原価は移動平均法により算定）、ただし時価を把握することが極めて困難と認められるもの

については移動平均法による原価法により行っております。なお、その他有価証券の評価差額については、全

部純資産直入法により処理しております。 

(2) 金銭の信託において信託財産を構成している有価証券の評価は、時価法（売却原価は移動平均法により算定）

及び(1)と同じ方法により行っております。 

  2．デリバティブ取引の評価基準及び評価方法 

デリバティブ取引の評価は、時価法により行っております。 

3．固定資産の減価償却の方法 

(1) 有形固定資産（リース資産を除く） 

有形固定資産は、建物については定額法、動産については定率法を採用しております。また、主な耐用年数

は次のとおりであります。 

     建物    15年～50年 

 その他    5年～15年 

(2) 無形固定資産（リース資産を除く） 

無形固定資産は、定額法により償却しております。なお、自社利用のソフトウエアについては、行内におけ

る利用可能期間（主として5年）に基づいて償却しております。 

(3) リース資産 

所有権移転外ファイナンス・リース取引に係る「有形固定資産」及び「無形固定資産」中のリース資産は、

リース期間を耐用年数とした定額法により償却しております。なお、残存価額については、リース契約上に残

価保証の取決めがあるものは当該残価保証額とし、それ以外のものは零としております。 

4．外貨建の資産及び負債の本邦通貨への換算基準 

外貨建資産・負債は、主として決算日の為替相場による円換算額を付しております。 

5．引当金の計上基準 

 (1) 貸倒引当金 

貸倒引当金は、予め定めている償却・引当基準に則り、次のとおり計上しております。 

「銀行等金融機関の資産の自己査定並びに貸倒償却及び貸倒引当金の監査に関する実務指針」（日本公認会

計士協会銀行等監査特別委員会報告第4号 2020年10月8日）に規定する正常先債権及び要注意先債権に相当す

る債権については、主として今後1年間の予想損失額又は今後3年間の予想損失額を見込んで計上しており、予

想損失額は、1年間又は3年間の貸倒実績又は倒産実績を基礎とした貸倒実績率又は倒産確率の過去の一定期間

における平均値に基づき損失率を求め、これに将来見込み等必要な修正を加えて算定しております。破綻懸念

先債権に相当する債権については、債権額から担保の処分可能見込額及び保証による回収可能見込額を控除し、

その残額のうち必要と認める額を計上しております。破綻先債権及び実質破綻先債権に相当する債権について

は、債権額から、担保の処分可能見込額及び保証による回収可能見込額を控除した残額を計上しております。 

なお、破綻懸念先及び要注意先のうち貸出条件を緩和した一定の債権等を有する債務者等で、債務者単体又

はグループでの与信額から担保等による保全額を控除した金額が一定額以上の大口債務者のうち、債権の元本

の回収及び利息の受取りに係るキャッシュ・フローを合理的に見積もることができる債権については、当該キ

ャッシュ・フローを貸出条件緩和実施前の約定利子率で割引いた金額と債権の帳簿価額との差額を貸倒引当金

とする方法（キャッシュ・フロー見積法）により計上しております。 

すべての債権は、資産の自己査定基準に基づき、営業関連部署の協力の下に資産査定部署が資産査定を実施

しております。 

(2) 投資損失引当金 

投資損失引当金は、投資に対する損失に備えるため、有価証券の発行会社の財政状態等を勘案して必要と認

められる額を計上しております。 

(3) 賞与引当金 
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賞与引当金は、従業員への賞与の支払いに備えるため、従業員に対する賞与の支給見込額のうち、当事業年

度に帰属する額を計上しております。 

(4) 退職給付引当金 

退職給付引当金は、従業員の退職給付に備えるため、当事業年度末における退職給付債務及び年金資産の見

込額に基づき、必要額を計上しております。また、退職給付債務の算定にあたり、退職給付見込額を当事業年

度末までの期間に帰属させる方法については給付算定式基準によっております。なお、過去勤務費用及び数理

計算上の差異の損益処理方法は次のとおりであります。 

    過去勤務費用    その発生時の従業員の平均残存勤務期間内の一定の年数（10年）による定額法によ

り損益処理 

    数理計算上の差異  各事業年度の発生時の従業員の平均残存勤務期間内の一定の年数（10年）による定

額法により按分した額を、それぞれ発生の翌事業年度から損益処理 

(5) 株式給付引当金 

株式給付引当金は、役員株式給付規程に基づく当行取締役（監査等委員である取締役を除く）及び当行執行

役員への当行株式等の給付に備えるため、株式等給付見積額のうち、当事業年度末までに発生していると認め

られる額を計上しております。 

(6) 睡眠預金払戻損失引当金 

    睡眠預金払戻損失引当金は、負債計上を中止し、利益計上を行った睡眠預金の払戻請求に備えるため、必要

と認められる額を計上しております。 

  (7) その他の偶発損失引当金 

その他の偶発損失引当金は、他の引当金で引当対象とした事象以外の偶発事象に対し、将来発生する可能性

のある損失を見積もり、必要と認められる額を計上しております。 

6．ヘッジ会計の方法 

 (1) 金利リスク・ヘッジ 

金融資産・負債から生じる金利リスクに対するヘッジ会計の方法は、一部の固定金利貸出金に対して個別に

金利スワップ取引等の紐付けを行い、金利スワップの特例処理、あるいは繰延ヘッジによっております。なお、

これらのヘッジ関係に、「LIBORを参照する金融商品に関するヘッジ会計の取扱い」（実務対応報告第40号 2020

年9月29日）を適用しております。 

(2) 為替変動リスク・ヘッジ 

外貨建金融資産・負債から生じる為替変動リスクに対するヘッジ会計の方法は、「銀行業における外貨建取

引等の会計処理に関する会計上及び監査上の取扱い」（日本公認会計士協会業種別委員会実務指針第25号 

2020年10月8日）に規定する繰延ヘッジによっております。ヘッジ有効性評価の方法については、外貨建金銭

債権債務等の為替変動リスクを減殺する目的で行う通貨スワップ取引及び為替スワップ取引等をヘッジ手段

とし、ヘッジ対象である外貨建金銭債権債務等に見合うヘッジ手段の外貨ポジション相当額が存在することを

確認することによりヘッジの有効性を評価しております。 

7．消費税等の会計処理 

   消費税及び地方消費税（以下、「消費税等」という。）の会計処理は、税抜方式によっております。ただし、有

形固定資産に係る控除対象外消費税等は当事業年度の費用に計上しております。 

 

表示方法の変更 

  「会計上の見積りの開示に関する会計基準」（企業会計基準第31号 2020年3月31日）を当事業年度より適用し、

重要な会計上の見積りを開示しております。 

 

重要な会計上の見積り 

   会計上の見積りにより当事業年度に係る計算書類にその額を計上した項目であって、翌事業年度に係る計算書類

に重要な影響を及ぼす可能性があるものは次のとおりであります。 

新型コロナウイルス感染症拡大の影響については、前事業年度末時点において2020年9月頃には収束するものと

仮定しておりましたが、2021年度中は徐々に収束に向かうものの影響は継続し、2022年度の前半に従前の水準に回

復するものとの仮定に変更しております。下記「1．貸倒引当金」においては、本仮定による見積りが含まれてお

ります。なお、新型コロナウイルス感染症の広がり方や収束時期、経済の回復過程等の仮定は、当事業年度末時点

で入手可能な情報に基づき当行が行ったものであります。 

1．貸倒引当金 
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(1)  当事業年度に係る計算書類に計上した額 

貸倒引当金 42,190百万円 

(2)  上記金額の算出方法及び算出に用いた主要な仮定 

① 算出方法 

「重要な会計方針」「5．引当金の計上基準」「 (1) 貸倒引当金」に記載しております。 

② 主要な仮定 

主要な仮定は、「債務者区分の判定における貸出先の将来の業績見通し」であります。「債務者区分の判定に

おける貸出先の将来の業績見通し」は、各債務者の収益獲得能力を個別に評価し、設定しております。 

(3)  翌事業年度に係る計算書類に及ぼす影響 

連結計算書類に同一の内容を記載しているため、記載を省略しております。 
 
追加情報 

（信託を通じて自社の株式を交付する取引） 

  信託を通じて自社の株式を交付する取引に関する注記については、連結計算書類に同一の内容を記載しているた

め、記載を省略しております。 

 

注記事項 

（貸借対照表関係） 

1．関係会社の株式及び出資金総額   5,400百万円 

2. 無担保の消費貸借契約（債券貸借取引）により貸し付けている有価証券が、国債に33,960百万円含まれており

ます。 

3．貸出金のうち、破綻先債権額は2,459百万円、延滞債権額は44,297百万円であります。 

なお、破綻先債権とは、元本又は利息の支払の遅延が相当期間継続していることその他の事由により元本又は

利息の取立て又は弁済の見込みがないものとして未収利息を計上しなかった貸出金（貸倒償却を行った部分を除

く。以下、「未収利息不計上貸出金」という。）のうち、法人税法施行令（1965年政令第97号）第96条第1項第3

号イからホまでに掲げる事由又は同項第4号に規定する事由が生じている貸出金であります。 

また、延滞債権とは、未収利息不計上貸出金であって、破綻先債権及び債務者の経営再建又は支援を図ること

を目的として利息の支払を猶予した貸出金以外の貸出金であります。 

4．貸出金のうち、3カ月以上延滞債権はありません。 

なお、3カ月以上延滞債権とは、元本又は利息の支払が、約定支払日の翌日から3月以上遅延している貸出金で

破綻先債権及び延滞債権に該当しないものであります。 

5．貸出金のうち、貸出条件緩和債権額は14,615百万円であります。 

なお、貸出条件緩和債権とは、債務者の経営再建又は支援を図ることを目的として、金利の減免、利息の支払

猶予、元本の返済猶予、債権放棄その他の債務者に有利となる取決めを行った貸出金で破綻先債権、延滞債権及

び3カ月以上延滞債権に該当しないものであります。 

6．破綻先債権額、延滞債権額、3カ月以上延滞債権額及び貸出条件緩和債権額の合計額は61,371百万円でありま

す。 

  なお、上記3．から6．に掲げた債権額は、貸倒引当金控除前の金額であります。 

7．手形割引は、「銀行業における金融商品会計基準適用に関する会計上及び監査上の取扱い」（日本公認会計士協

会業種別委員会実務指針第24号 2020年10月8日）に基づき金融取引として処理しております。これにより受け

入れた商業手形は、売却又は（再）担保という方法で自由に処分できる権利を有しておりますが、その額面金額

は、7,439百万円であります。 

8．ローン・パーティシペーションで、「ローン・パーティシペーションの会計処理及び表示」（日本公認会計士

協会会計制度委員会報告第3号 2014年11月28日）に基づいて、原債務者に対する貸出金として会計処理した参

加元本金額のうち、貸借対照表計上額は、70,968百万円であります。 
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9．担保に供している資産は次のとおりであります。 

担保に供している資産  

 有価証券 899,910百万円 

 貸出金 266,507百万円 

 その他資産 1,866百万円 

担保資産に対応する債務  

 預 金 150,335百万円 

 債券貸借取引受入担保金 445,776百万円 

 借用金 582,000百万円 

 その他負債 2,383百万円 

上記のほか、為替決済等の取引の担保として、その他資産40,017百万円を差し入れております。 

また、その他の資産には、保証金773百万円が含まれております。 

10．当座貸越契約及び貸付金に係るコミットメントライン契約は、顧客からの融資実行の申し出を受けた場合に、

契約上規定された条件について違反がない限り、一定の限度額まで資金を貸し付けることを約する契約でありま

す。これらの契約に係る融資未実行残高は、931,731百万円であります。このうち原契約期間が1年以内のもの又

は任意の時期に無条件で取消可能なものが841,770百万円あります。 

 なお、これらの契約の多くは、融資実行されずに終了するものであるため、融資未実行残高そのものが必ずし

も当行の将来のキャッシュ・フローに影響を与えるものではありません。これらの契約の多くには、金融情勢の

変化、債権の保全及びその他相当の事由があるときは、当行が実行申し込みを受けた融資の拒絶又は契約極度額

の減額をすることができる旨の条項が付けられております。また、契約時において必要に応じて不動産・有価証

券等の担保を徴求するほか、契約後も定期的に予め定めている行内手続に基づき顧客の業況等を把握し、必要に

応じて契約の見直し、与信保全上の措置等を講じております。 

11．土地の再評価に関する法律（1998年3月31日公布法律第34号）に基づき、事業用の土地の再評価を行い、評価

差額については、当該評価差額に係る税金相当額を「再評価に係る繰延税金負債」として負債の部に計上し、

これを控除した金額を「土地再評価差額金」として純資産の部に計上しております。 

再評価を行った年月日 1998年3月31日 

同法律第3条第3項に定める再評価の方法 土地の再評価に関する法律施行令（1998年3月31日公布政令

第119号）第2条第4号に定める、地価税法第16条に規定する

地価税の課税価格の計算の基礎となる土地の価額を算定す

るために国税庁長官が定めて公表した方法により算定した

価額に合理的な調整を行って算出する方法と、同条第5号に

定める不動産鑑定士による鑑定評価を併用。 

  同法律第10条に定める再評価を行った事業用土地の当事業年度末における時価の合計額と当該事業用土地の

再評価後の帳簿価額の合計額との差額   8,044百万円 

12．有形固定資産の減価償却累計額   46,938百万円 

13．有形固定資産の圧縮記帳額   771百万円 

14．「有価証券」中の社債のうち、有価証券の私募（金融商品取引法第2条第3項）による社債に対する当行の保証

債務の額は88,741百万円であります。 

15．取締役との間の取引による取締役に対する金銭債権総額   384百万円 

16．関係会社に対する金銭債権総額   29,526百万円 

17．関係会社に対する金銭債務総額   20,698百万円 
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（損益計算書関係） 

1．関係会社との取引 

関係会社との取引による収益 

資金運用取引に係る収益総額         97百万円 

役務取引等に係る収益総額         175百万円 

その他業務・その他経常取引に係る収益総額   79百万円 

関係会社との取引による費用 

資金調達取引に係る費用総額          4百万円 

役務取引等に係る費用総額         208百万円 

その他業務・その他経常取引に係る費用総額  653百万円 
 
2．「その他の経常費用」には、貸出債権等の売却に伴う損失76百万円を含んでおります。 
 
3． 当行は、管理会計上の最小単位を営業店単位としております（ただし、連携して営業を行っている出張所は

当該営業店単位に含む）。また、本部、システム・集中センター、社宅・寮、厚生施設等については、独立した

キャッシュ・フローを生み出さないことから、共用資産としております。賃貸資産は、原則賃貸先毎にグルー

ピングを行っております。 

このうち、以下の資産グループ（営業利益の減少によるキャッシュ・フローの低下がみられる営業店舗及び

継続的な時価の下落等がみられる遊休資産）について、帳簿価額を回収可能価額まで減額し、減損損失として

計上しております。 

地 域 主な用途 種 類 減損損失 

山陰地区 営業店舗 土地・建物 6百万円 

山陰地区 遊休資産 土地・建物・動産 122百万円 

その他 営業店舗 土地 3百万円 

その他 遊休資産 土地・建物 116百万円 

合 計   249百万円 
   

当該資産グループの回収可能価額は、正味売却価額（有形固定資産については不動産鑑定評価基準又は路線

価等に基づき評価した額から処分費用見込額を控除した額）としております。 

 

（株主資本等変動計算書関係） 

1．自己株式の種類及び株式数に関する事項                   （単位：千株） 

  
当事業年度 

期首株式数 

当事業年度 

増加株式数 

当事業年度 

減少株式数 

当事業年度 

末株式数 
摘要 

自己株式      

  普通株式 1,417 1 276 1,142 （注） 

 合計 1,417 1 276 1,142  

（注1） 当事業年度期首及び当事業年度末の自己株式には、株式給付信託（ＢＢＴ）が保有する当行株式1,007

千株及び888千株がそれぞれ含まれております。 

（注2） 自己株式の増加は単元未満株式の買取請求によるものであります。また、自己株式の減少のうち156千

株は新株予約権の行使、119千株は株式給付信託（ＢＢＴ）による給付、0千株は単元未満株式の買増請求

によるものであります。 

 

（有価証券関係） 

1．売買目的有価証券（2021年3月31日現在） 

該当事項はありません。 
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2．満期保有目的の債券（2021年3月31日現在） 

 
種類 

貸借対照表計上額

（百万円） 

時価 

（百万円） 

差額 

（百万円） 

時価が貸借対

照表計上額を

超えるもの 

国債 － － － 

地方債 － － － 

短期社債 － － － 

社債 37,690 37,777 87 

その他 － － － 

小計 37,690 37,777 87 

時価が貸借対

照表計上額を

超えないもの 

国債 － － － 

地方債 － － － 

短期社債 － － － 

社債 51,051 50,852 △ 198 

その他 － － － 

小計 51,051 50,852 △ 198 

合計 88,741 88,629 △ 111 
 

3．子会社・子法人等株式及び関連法人等株式（2021年3月31日現在） 

 貸借対照表計上額 

（百万円） 

時価 

（百万円） 

差額 

（百万円） 

子会社・子法人等株式 － － － 

関連法人等株式 － － － 

合計 － － － 

 （注）時価を把握することが極めて困難と認められる子会社・子法人等株式及び関連法人等株式 

 貸借対照表計上額 

（百万円） 

子会社・子法人等株式 2,655 

関連法人等株式 － 

合計 2,655 

     これらについては、市場価格がなく、時価を把握することが極めて困難と認められることから、上表の

「子会社・子法人等株式及び関連法人等株式」には含めておりません。 
 
4．その他有価証券（2021年3月31日現在） 

 
種類 

貸借対照表計上額

（百万円） 

取得原価 

（百万円） 

差額 

（百万円） 

貸借対照表計

上額が取得原

価を超えるも

の 

株式 42,722 14,748 27,973 

債券 636,648 612,597 24,050 

 国債 380,958 359,928 21,030 

 地方債 188,096 186,397 1,698 

 短期社債 － － － 

 社債 67,593 66,270 1,322 

その他 459,266 432,471 26,795 

小計 1,138,636 1,059,817 78,819 

貸借対照表計

上額が取得原

価を超えない

もの 

株式 7,056 7,828 △ 772 

債券 188,874 191,150 △ 2,276 

 国債 130,002 132,071 △ 2,069 

 地方債 56,906 57,109 △ 202 

 短期社債 － － － 

 社債 1,964 1,969 △ 4 

その他 359,211 368,274 △ 9,062 

小計 555,142 567,253 △ 12,110 

合計 1,693,779 1,627,070 66,708 
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  （注）時価を把握することが極めて困難と認められるその他有価証券 

 貸借対照表計上額 

（百万円） 

株式 2,074 

その他 21,931 

合計 24,006 

 これらについては、市場価格がなく、時価を把握することが極めて困難と認められることから、上表の

「その他有価証券」には含めておりません。 
 

5．当事業年度中に売却した満期保有目的の債券（自 2020年4月1日 至 2021年3月31日） 

 売却原価 

（百万円） 

売却額 

（百万円） 

売却損益 

（百万円） 

国債 － － － 

地方債 － － － 

短期社債 － － － 

社債 730 732 2 

その他 － － － 

合計 730 732 2 

 （売却の理由）買入消却によるものであります。 
 

6．当事業年度中に売却したその他有価証券（自 2020年4月1日 至 2021年3月31日） 

 売却額 

（百万円） 

売却益の合計額 

（百万円） 

売却損の合計額 

（百万円） 

株式 9,805 2,484 1,146 

債券 24,511 － 703 

 国債 24,511 － 703 

 地方債 － － － 

 短期社債 － － － 

 社債 － － － 

その他 42,326 1,393 3,188 

合計 76,644 3,878 5,039 

 

（金銭の信託関係） 

1．運用目的の金銭の信託（2021年3月31日現在） 

 
貸借対照表計上額 

（百万円） 

当事業年度の損益に含まれ

た評価差額（百万円） 

運用目的の金銭の信託 4,978 － 
 
2．満期保有目的の金銭の信託（2021年3月31日現在） 

該当事項はありません。 
 
3．その他の金銭の信託（運用目的及び満期保有目的以外）（2021年3月31日現在） 

該当事項はありません。 
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（税効果会計関係） 

繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳は、それぞれ次のとおりであります。 

繰延税金資産   

貸倒引当金 12,462 百万円 

 減価償却費 633 百万円 

 固定資産の減損損失 2,391 百万円 

 有価証券減損処理 545 百万円 

退職給付引当金 2,733 百万円 

繰延ヘッジ損失 0 百万円 

 その他   3,606 百万円 

繰延税金資産小計 22,371 百万円 

評価性引当額 △ 2,083 百万円 

繰延税金資産合計 20,288 百万円 

繰延税金負債   

 固定資産圧縮積立金 83 百万円 

前払年金費用 1,414 百万円 

その他有価証券評価差額金    20,273 百万円 

 その他     52 百万円 

繰延税金負債合計   21,823 百万円 

繰延税金負債の純額   1,535 

 

百万円 

 
（1株当たり情報） 

1．1株当たりの純資産額   2,355円52銭 

2．1株当たりの当期純利益金額   53円45銭 

3．潜在株式調整後1株当たり当期純利益金額   53円35銭 
 

1株当たりの純資産額の算定上、自己株式に計上した株式給付信託（ＢＢＴ）が保有する当行株式数（888千株）

は、当事業年度末発行済株式総数から控除する自己株式数に含めております。また、1株当たりの当期純利益金

額及び潜在株式調整後1株当たり当期純利益金額の算定上、自己株式に計上した株式給付信託（ＢＢＴ）が保有

する当行株式の当事業年度平均株式数（924千株）は、当事業年度平均株式数の計算において控除する自己株式

数に含めております。 
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④連結計算書類 
 連結株主資本等変動計算書 

 

第１１８期 
２０２０年４月 １日から 

２０２１年３月３１日まで 
 

連結株主資本等変動計算書 

（単位：百万円） 
 

 株主資本 

資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本合計 

当 期 首 残 高 20,705 21,385 283,495 △947 324,637 

当 期 変 動 額      

剰 余 金 の 配 当 - - △3,132 - △3,132 

親会社株主に帰属する

当 期 純 利 益 
- - 9,679 - 9,679 

自 己 株 式 の 取 得 - - - △0 △0 

自 己 株 式 の 処 分 - △3 △12 199 183 

土地再評価差額金の取崩 - - 12 - 12 

非支配株主との取引に

係る親会社の持分変動 
- 677 - - 677 

株主資本以外の項目の 

当期変動額（純額） 
- - - - - 

当 期 変 動 額 合 計 - 673 6,546 198 7,419 

当 期 末 残 高 20,705 22,058 290,042 △749 332,056 

 
 

 その他の包括利益累計額 

新株予約権 
非支配 

株主持分 
純資産合計 その他有

価証券評

価差額金 

繰延ヘッジ 

損益 

土地再評

価差額金 

退職給付 

に係る調 

整累計額 

その他の 

包括利益 

累計額合計 

当 期 首 残 高 38,191 8 2,522 △5,314 35,407 281 1,323 361,650 

当 期 変 動 額         

剰 余 金 の 配 当 - - - - - - - △3,132 

親会社株主に帰属する

当 期 純 利 益 
- - - - - - - 9,679 

自 己 株 式 の 取 得 - - - - - - - △0 

自 己 株 式 の 処 分 - - - - - - - 183 

土地再評価差額金の取崩 - - - - - - - 12 

非支配株主との取引に

係る親会社の持分変動 
- - - - - - - 677 

株主資本以外の項目の 

当期変動額（純額） 
9,721 △8 △12 1,984 11,684 △110 △791 10,783 

当 期 変 動 額 合 計 9,721 △8 △12 1,984 11,684 △110 △791 18,202 

当 期 末 残 高 47,912 △0 2,510 △3,330 47,092 170 532 379,852 
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 連結注記表 

記載金額は百万円未満を切り捨てて表示しております。 

 

会計方針に関する事項 

1．有価証券の評価基準及び評価方法 

(1)  有価証券の評価は、満期保有目的の債券については移動平均法による償却原価法（定額法）、その他有価証

券については原則として連結決算日の市場価格等に基づく時価法（売却原価は移動平均法により算定）、ただ

し時価を把握することが極めて困難と認められるものについては移動平均法による原価法により行っており

ます。なお、その他有価証券の評価差額については、全部純資産直入法により処理しております。 

(2)  金銭の信託において信託財産を構成している有価証券の評価は、時価法（売却原価は移動平均法により算定）

及び(1)と同じ方法により行っております。 

2．デリバティブ取引の評価基準及び評価方法 

デリバティブ取引の評価は、時価法により行っております。 

3．固定資産の減価償却の方法 

(1)  有形固定資産（リース資産を除く） 

当行の有形固定資産は、建物については定額法、動産については定率法を採用しております。また、主な耐

用年数は次のとおりであります。 

       建物   15年～50年 

       その他    5年～15年 

連結される子会社及び子法人等の有形固定資産については、資産の見積耐用年数に基づき、主として定額法

により償却しております。 

(2)  無形固定資産（リース資産を除く） 

無形固定資産は、定額法により償却しております。なお、自社利用のソフトウエアについては、当行並びに

連結される子会社及び子法人等で定める利用可能期間（主として5年）に基づいて償却しております。 

(3)  リース資産 

所有権移転外ファイナンス・リース取引に係る「有形固定資産」及び「無形固定資産」中のリース資産は、

リース期間を耐用年数とした定額法により償却しております。なお、残存価額については、リース契約上に残

価保証の取決めがあるものは当該残価保証額とし、それ以外のものは零としております。 

4．貸倒引当金の計上基準 

当行の貸倒引当金は、予め定めている償却・引当基準に則り、次のとおり計上しております。 

「銀行等金融機関の資産の自己査定並びに貸倒償却及び貸倒引当金の監査に関する実務指針」（日本公認会計

士協会銀行等監査特別委員会報告第4号 2020年10月8日）に規定する正常先債権及び要注意先債権に相当する債

権については、主として今後1年間の予想損失額又は今後3年間の予想損失額を見込んで計上しており、予想損失

額は、1年間又は3年間の貸倒実績又は倒産実績を基礎とした貸倒実績率又は倒産確率の過去の一定期間における

平均値に基づき損失率を求め、これに将来見込み等必要な修正を加えて算定しております。破綻懸念先債権に相

当する債権については、債権額から担保の処分可能見込額及び保証による回収可能見込額を控除し、その残額の

うち必要と認める額を計上しております。破綻先債権及び実質破綻先債権に相当する債権については、債権額か

ら、担保の処分可能見込額及び保証による回収可能見込額を控除した残額を計上しております。 

なお、破綻懸念先及び要注意先のうち貸出条件を緩和した一定の債権等を有する債務者等で、債務者単体又は

グループでの与信額から担保等による保全額を控除した金額が一定額以上の大口債務者のうち、債権の元本の回

収及び利息の受取りに係るキャッシュ・フローを合理的に見積もることができる債権については、当該キャッシ

ュ・フローを貸出条件緩和実施前の約定利子率で割引いた金額と債権の帳簿価額との差額を貸倒引当金とする方

法（キャッシュ・フロー見積法）により計上しております。 

すべての債権は、資産の自己査定基準に基づき、営業関連部署の協力の下に資産査定部署が資産査定を実施し

ております。 

連結される子会社及び子法人等の貸倒引当金は、一般債権については過去の貸倒実績率等を勘案して必要と認

めた額を、貸倒懸念債権等特定の債権については、個別に回収可能性を勘案し、回収不能見込額をそれぞれ計上

しております。 
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5．投資損失引当金の計上基準 

投資損失引当金は、投資に対する損失に備えるため、有価証券の発行会社の財政状態等を勘案して必要と認め

られる額を計上しております。 

6．賞与引当金の計上基準 

賞与引当金は、従業員への賞与の支払いに備えるため、従業員に対する賞与の支給見込額のうち、当連結会計

年度に帰属する額を計上しております。 

7．株式給付引当金の計上基準 

株式給付引当金は、役員株式給付規程に基づく当行取締役（監査等委員である取締役を除く）及び当行執行役

員への当行株式等の給付に備えるため、株式等給付見積額のうち、当連結会計年度末までに発生していると認め

られる額を計上しております。 

8．役員退職慰労引当金の計上基準 

役員退職慰労引当金は、連結される子会社及び子法人等において、役員への退職慰労金の支払いに備えるため、

同役員に対する退職慰労金の支給見積額のうち、当連結会計年度末までに発生していると認められる額を計上し

ております。 

9．睡眠預金払戻損失引当金の計上基準 

睡眠預金払戻損失引当金は、負債計上を中止し、利益計上を行った睡眠預金の払戻請求に備えるため、必要と

認められる額を計上しております。 

10．その他の偶発損失引当金の計上基準 

その他の偶発損失引当金は、他の引当金で引当対象とした事象以外の偶発事象に対し、将来発生する可能性の

ある損失を見積もり、必要と認められる額を計上しております。 

11．退職給付に係る会計処理の方法 

退職給付債務の算定にあたり、退職給付見込額を当連結会計年度末までの期間に帰属させる方法については給

付算定式基準によっております。また、過去勤務費用及び数理計算上の差異の損益処理方法は次のとおりであり

ます。 

   過去勤務費用    その発生時の従業員の平均残存勤務期間内の一定の年数（10年）による定額法により

損益処理 

   数理計算上の差異  各連結会計年度の発生時の従業員の平均残存勤務期間内の一定の年数（10年）による

定額法により按分した額を、それぞれ発生の翌連結会計年度から損益処理 

なお、一部の連結される子会社及び子法人等は、退職給付に係る負債及び退職給付費用の計算に、退職給付に

係る当期末自己都合要支給額を退職給付債務とする方法を用いた簡便法を適用しております。 

12．外貨建の資産及び負債の本邦通貨への換算基準 

外貨建資産・負債は、主として連結決算日の為替相場による円換算額を付しております。 

13．重要なヘッジ会計の方法 

(1)  金利リスク・ヘッジ 

当行の金融資産・負債から生じる金利リスクに対するヘッジ会計の方法は、一部の固定金利貸出金に対して

個別に金利スワップ取引等の紐付けを行い、金利スワップの特例処理、あるいは繰延ヘッジによっております。

なお、これらのヘッジ関係に、「LIBORを参照する金融商品に関するヘッジ会計の取扱い」（実務対応報告第40

号 2020年9月29日）を適用しております。 

(2)  為替変動リスク・ヘッジ 

当行の外貨建金融資産・負債から生じる為替変動リスクに対するヘッジ会計の方法は、「銀行業における外

貨建取引等の会計処理に関する会計上及び監査上の取扱い」（日本公認会計士協会業種別委員会実務指針第25

号 2020年10月8日）に規定する繰延ヘッジによっております。ヘッジ有効性評価の方法については、外貨建

金銭債権債務等の為替変動リスクを減殺する目的で行う通貨スワップ取引及び為替スワップ取引等をヘッジ

手段とし、ヘッジ対象である外貨建金銭債権債務等に見合うヘッジ手段の外貨ポジション相当額が存在するこ

とを確認することによりヘッジの有効性を評価しております。 

14．消費税等の会計処理 

当行並びに国内の連結される子会社及び子法人等の消費税及び地方消費税の会計処理は、税抜方式によってお

ります。 
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未適用の会計基準等 

・「時価の算定に関する会計基準」（企業会計基準第30号 2019年7月4日） 

・「時価の算定に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第31号 2019年7月4日） 

・「金融商品に関する会計基準」（企業会計基準第10号 2019年7月4日） 

・「金融商品の時価等の開示に関する適用指針」（企業会計基準適用指針第19号 2020年3月31日） 

1．概要 

   国際的な会計基準の定めとの比較可能性を向上させるため、「時価の算定に関する会計基準」及び「時価の算

定に関する会計基準の適用指針」（以下、「時価算定会計基準等」という。）が開発され、時価の算定方法に関す

るガイダンス等が定められました。時価算定会計基準等は次の項目の時価に適用されます。 

・「金融商品に関する会計基準」における金融商品 

また「金融商品の時価等の開示に関する適用指針」が改訂され、金融商品の時価のレベルごとの内訳等の注記

事項が定められました。 

2．適用予定日 

   2022年3月期の期首より適用予定であります。 

3．当該会計基準等の適用による影響 

 当該会計基準等の適用による影響額は、当連結計算書類の作成時において評価中であります。 

 

表示方法の変更 

  「会計上の見積りの開示に関する会計基準」（企業会計基準第31号 2020年3月31日）を当連結会計年度より適用

し、重要な会計上の見積りを開示しております。 

 

重要な会計上の見積り 

   会計上の見積りにより当連結会計年度に係る連結計算書類にその額を計上した項目であって、翌連結会計年度に

係る連結計算書類に重要な影響を及ぼす可能性があるものは次のとおりであります。 

新型コロナウイルス感染症拡大の影響については、前連結会計年度末時点において2020年9月頃には収束するも

のと仮定しておりましたが、2021年度中は徐々に収束に向かうものの影響は継続し、2022年度の前半に従前の水準

に回復するものとの仮定に変更しております。下記「1．貸倒引当金」においては、本仮定による見積りが含まれ

ております。なお、新型コロナウイルス感染症の広がり方や収束時期、経済の回復過程等の仮定は、当連結会計年

度末時点で入手可能な情報に基づき当行及び連結子会社が行ったものであります。 

1．貸倒引当金 

(1)  当連結会計年度に係る連結計算書類に計上した額 

貸倒引当金  42,629百万円 

(2)  上記金額の算出方法及び算出に用いた主要な仮定 

① 算出方法 

「会計方針に関する事項」「4．貸倒引当金の計上基準」に記載しております。 

② 主要な仮定 

主要な仮定は、「債務者区分の判定における貸出先の将来の業績見通し」であります。「債務者区分の判定

における貸出先の将来の業績見通し」は、各債務者の収益獲得能力を個別に評価し、設定しております。 

(3)  翌連結会計年度に係る連結計算書類に及ぼす影響 

債務者の信用状態、担保評価及び保証人等からの回収見込や、算定に用いた前提（予想損失額、貸倒実績率、

倒産確率等）が実績と乖離した場合には、貸倒引当金の増減により、当行グループの連結計算書類に重要な影

響を及ぼす可能性があります。 

 

追加情報 

（信託を通じて自社の株式を交付する取引） 

当行は、中長期的な業績の向上と、企業価値の増大に貢献する意識を高めることを目的として、当行の取締役（監

査等委員である取締役を除く）及び執行役員（以下、「取締役等」という。）に対し、「株式給付信託（ＢＢＴ）」を

導入しております。 
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1．取引の概要 

本制度のもと当行は、対象となる取締役等に対し当行が定めた役員株式給付規程に基づき、事業年度毎にポイ

ントを付与し、取締役等の退任時に累計ポイントに相当する当行株式及び当行株式を退任日時点の時価で換算し

た金額相当の金銭（以下、「当行株式等」という。）を信託を通じて給付します。取締役等に対し給付する当行株

式等については、予め信託設定した金銭により取得し、信託財産として分別管理しております。 

2．信託が保有する当行株式 

信託が保有する当行株式を信託における帳簿価額により、純資産の部に自己株式として計上しております。当

連結会計年度末における当該自己株式の帳簿価額は543百万円、株式数は888千株であります。 

 

注記事項 

（連結貸借対照表関係） 

1．関係会社の株式及び出資金総額（連結子会社及び連結子法人等の株式及び出資金を除く）   2,926百万円 

2. 無担保の消費貸借契約（債券貸借取引）により貸し付けている有価証券が、「有価証券」中の国債に33,960百

万円含まれております。 

3．貸出金のうち、破綻先債権額は2,459百万円、延滞債権額は44,297百万円であります。 

  なお、破綻先債権とは、元本又は利息の支払の遅延が相当期間継続していることその他の事由により元本又は

利息の取立て又は弁済の見込みがないものとして未収利息を計上しなかった貸出金（貸倒償却を行った部分を除

く。以下、「未収利息不計上貸出金」という。）のうち、法人税法施行令（1965年政令第97号）第96条第1項第3

号イからホまでに掲げる事由又は同項第4号に規定する事由が生じている貸出金であります。 

また、延滞債権とは、未収利息不計上貸出金であって、破綻先債権及び債務者の経営再建又は支援を図ること

を目的として利息の支払を猶予した貸出金以外の貸出金であります。 

4．貸出金のうち、3カ月以上延滞債権はありません。 

  なお、3カ月以上延滞債権とは、元本又は利息の支払が、約定支払日の翌日から3月以上遅延している貸出金で

破綻先債権及び延滞債権に該当しないものであります。 

5．貸出金のうち、貸出条件緩和債権額は14,615百万円であります。 

  なお、貸出条件緩和債権とは、債務者の経営再建又は支援を図ることを目的として、金利の減免、利息の支払

猶予、元本の返済猶予、債権放棄その他の債務者に有利となる取決めを行った貸出金で破綻先債権、延滞債権及

び3カ月以上延滞債権に該当しないものであります。 

6． 破綻先債権額、延滞債権額、3カ月以上延滞債権額及び貸出条件緩和債権額の合計額は61,371百万円でありま

す。 

  なお、上記3．から6．に掲げた債権額は、貸倒引当金控除前の金額であります。 

7．手形割引は、「銀行業における金融商品会計基準適用に関する会計上及び監査上の取扱い」（日本公認会計士協

会業種別委員会実務指針第24号 2020年10月8日）に基づき金融取引として処理しております。これにより受け

入れた商業手形は、売却又は（再）担保という方法で自由に処分できる権利を有しておりますが、その額面金額

は、7,439百万円であります。 

8．ローン・パーティシペーションで、「ローン・パーティシペーションの会計処理及び表示」（日本公認会計士

協会会計制度委員会報告第3号 2014年11月28日）に基づいて、原債務者に対する貸出金として会計処理した参

加元本金額のうち、連結貸借対照表計上額は、70,968百万円であります。 

9．担保に供している資産は次のとおりであります。 

担保に供している資産  

 有価証券 899,910百万円 

 貸出金 266,507百万円 

 リース債権及びリース投資資産 13,712百万円 

 その他資産 2,603百万円 

担保資産に対応する債務  

預 金 150,335百万円 

  債券貸借取引受入担保金 445,776百万円 

 借用金 594,807百万円 

 その他負債 2,383百万円 

  上記のほか、為替決済等の取引の担保として、その他資産40,017百万円を差し入れております。 

また、その他資産には、保証金715百万円が含まれております。 
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10．当座貸越契約及び貸付金に係るコミットメントライン契約は、顧客からの融資実行の申し出を受けた場合に、

契約上規定された条件について違反がない限り、一定の限度額まで資金を貸し付けることを約する契約でありま

す。これらの契約に係る融資未実行残高は、925,972百万円であります。このうち原契約期間が1年以内のもの又

は任意の時期に無条件で取消可能なものが836,011百万円あります。 

なお、これらの契約の多くは、融資実行されずに終了するものであるため、融資未実行残高そのものが必ずし

も当行並びに連結される子会社及び子法人等の将来のキャッシュ・フローに影響を与えるものではありません。

これらの契約の多くには、金融情勢の変化、債権の保全及びその他相当の事由があるときは、当行並びに連結さ

れる子会社及び子法人等が実行申し込みを受けた融資の拒絶又は契約極度額の減額をすることができる旨の条

項が付けられております。また、契約時において必要に応じて不動産・有価証券等の担保を徴求するほか、契約

後も定期的に予め定めている行内（社内）手続に基づき顧客の業況等を把握し、必要に応じて契約の見直し、与

信保全上の措置等を講じております。 

11．土地の再評価に関する法律（1998年3月31日公布法律第34号）に基づき、当行の事業用の土地の再評価を行い、

評価差額については、当該評価差額に係る税金相当額を「再評価に係る繰延税金負債」として負債の部に計上し、

これを控除した金額を「土地再評価差額金」として純資産の部に計上しております。 

再評価を行った年月日 1998年3月31日 

同法律第3条第3項に定める 

再評価の方法 

土地の再評価に関する法律施行令（1998年3月31日公布政令第119号）第2

条第4号に定める、地価税法第16条に規定する地価税の課税価格の計算の

基礎となる土地の価額を算定するために国税庁長官が定めて公表した方

法により算定した価額に合理的な調整を行って算出する方法と、同条第5

号に定める不動産鑑定士による鑑定評価を併用。 

  同法律第10条に定める再評価を行った事業用土地の当連結会計年度末における時価の合計額と当該事業用土

地の再評価後の帳簿価額の合計額との差額   8,044百万円 

12．有形固定資産の減価償却累計額  49,033百万円 

13．有形固定資産の圧縮記帳額   1,251百万円 

14．「有価証券」中の社債のうち、有価証券の私募（金融商品取引法第2条第3項）による社債に対する保証債務の

額は88,741百万円であります。 

15．当行の取締役との間の取引による取締役に対する金銭債権総額   384百万円 

 

（連結損益計算書関係） 

1．「その他の経常費用」には、貸出金償却19百万円、株式等償却112百万円及び貸出債権等の売却に伴う損失102

百万円を含んでおります。  

2．当行は、管理会計上の最小単位を営業店単位としております（ただし、連携して営業を行っている出張所は当

該営業店単位に含む）。また、本部、システム・集中センター、社宅・寮、厚生施設等については、独立したキ

ャッシュ・フローを生み出さないことから、共用資産としております。賃貸資産は、原則賃貸先毎にグルーピン

グを行っております。 

  また、連結される子会社及び子法人等は、主として各社を1単位としてグルーピングを行っております。 

  このうち、以下の資産グループ（営業利益の減少によるキャッシュ・フローの低下がみられる営業店舗及び継

続的な時価の下落等がみられる遊休資産）について、帳簿価額を回収可能価額まで減額し、減損損失として計

上しております。 

地 域 主な用途 種 類 減損損失 

山陰地区 営業店舗 土地・建物 6百万円 

山陰地区 遊休資産 土地・建物・動産 122百万円 

その他 営業店舗 土地 3百万円 

その他 遊休資産 土地・建物 116百万円 

合 計   249百万円 
 
  当該資産グループの回収可能価額は、正味売却価額（有形固定資産については不動産鑑定評価基準又は路線価

等に基づき評価した額から処分費用見込額を控除した額）としております。 
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（連結株主資本等変動計算書関係） 

1．発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び株式数に関する事項       (単位：千株) 

 
当連結会計年度 

期首株式数 

当連結会計年度 

増加株式数 

当連結会計年度 

減少株式数 

当連結会計年度 

末株式数 
摘要 

発行済株式      

  普通株式 156,977 － － 156,977  

 合計 156,977 － － 156,977  

自己株式      

  普通株式 1,417 1 276 1,142 (注) 

 合計 1,417 1 276 1,142  

(注1)  当連結会計年度期首及び当連結会計年度末の自己株式には、株式給付信託（ＢＢＴ）が保有する当行株

式1,007千株及び888千株がそれぞれ含まれております。 

(注2)  自己株式の増加は単元未満株式の買取請求によるものであります。また、自己株式の減少のうち156千

株は新株予約権の行使、119千株は株式給付信託（ＢＢＴ）による給付、0千株は単元未満株式の買増請

求によるものであります。 

2．新株予約権及び自己新株予約権に関する事項 

区分 
新株予約権 

の内訳 

新株予約

権の目的

となる株

式の種類 

新株予約権の目的となる株式の数（株） 当連結会計

年度末残高 

（百万円） 

摘要 当連結会計 

年度期首 

当連結会計 

年度増加 

当連結会計 

年度減少 

当連結会計 

年度末 

当行 

ストック・ 

オプション 

としての 

新株予約権 

－ 170 

 

 

 

 

合計 － 170  
 
3．配当に関する事項 

(1) 当連結会計年度中の配当金支払額 

（決議） 株式の種類 配当金の総額 
1株当たり 

配当額 
基準日 効力発生日 

2020年6月25日 

定時株主総会 普通株式 2,035百万円 13円 2020年3月31日 2020年6月26日 

2020年11月11日 

取締役会 
普通株式 1,097百万円 7円 2020年9月30日 2020年12月4日 

合計 － 3,132百万円 － － － 

 
（注）2020年6月25日定時株主総会決議及び2020年11月11日取締役会決議による配当金の総額には、株式給付信

託（ＢＢＴ）が保有する当行株式に対する配当金13百万円及び6百万円がそれぞれ含まれております。 
 
(2) 基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が当連結会計年度の末日後となるもの 

（決議予定） 株式の種類 配当金の総額 配当の原資 
1株当たり

配当額 
基準日 効力発生日 

2021年6月22日 

定時株主総会 
普通株式 1,723百万円 利益剰余金 11円 2021年3月31日 2021年6月23日 

 
（注）2021年6月22日定時株主総会（決議予定）による配当金の総額には、株式給付信託（ＢＢＴ）が保有する

当行株式に対する配当金9百万円が含まれております。 
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（金融商品関係） 

1．金融商品の状況に関する事項 

 (1) 金融商品に対する取組方針 

当行グループは、預金業務、貸出業務等の銀行業務を中心に金融サービスに係る事業を行っております。そ

のため、金利変動による金融資産及び金融負債の価値や収益の変動リスク（金利リスク）や、取引先の倒産や

経営状態の悪化により、貸出金の元本や利息の回収が困難になり損失を被るリスク（信用リスク）を有してお

ります。また、有価証券投資業務においては、金利リスク、信用リスクに加え、株式などの価格変動リスクを

有しております。当行では、これらリスクの適正化と収益の極大化を目指して、資産及び負債の総合的管理（Ａ

ＬＭ）を行っております。また、その一環として、デリバティブ取引も行っております。 

(2) 金融商品の内容及びそのリスク 

    当行グループが保有する金融資産は、主として国内の取引先に対する貸出金であり、取引先の契約不履行に

よってもたらされる信用リスク及び金利リスクを有しております。また、有価証券は、主に債券及び株式であ

り、売買目的、満期保有目的及びその他有価証券として保有しております。これらは、それぞれ発行体の信用

リスク、金利リスク及び価格変動リスクを有しております。 

当行グループが保有する金融負債は、主として国内の取引先の預金であり、金利リスクを有しております。

また、借入金は、一定の環境の下で当行グループが市場を利用できなくなる場合など、支払期日にその支払い

を実行できなくなる流動性リスクを有しております。 

デリバティブ取引について、通貨関連取引には先物為替予約、通貨スワップ、通貨オプションがあり、金利

関連取引には金利スワップ取引や金利先物取引があります。このうち、金利スワップや先物為替予約などのヘ

ッジ目的のデリバティブ取引で、要件を満たすものについては行内規程に基づいてヘッジ会計を適用しており

ます。 

(3) 金融商品に係るリスク管理体制 

①信用リスクの管理 

信用リスクの管理は、「内部格付制度」をベースとして、「個別案件の厳正な審査・管理（ミクロの信用リス

ク管理）」と、「信用リスクの計量化によるポートフォリオの管理と適切な運営（マクロの信用リスク管理）」

及び「厳正な自己査定とそれに伴う適切な償却・引当の実施」を基本に行っております。 

リスク量の管理態勢としては、自己査定・格付、償却・引当の状況、ＶａＲ等リスク計量化の状況、与信集

中の状況、貸出採算の状況、不良債権処理の状況等について、定期的にローンレビュー（経営執行会議）や信

用リスク管理委員会、ＡＬＭ委員会を開催し、報告を行っているほか、必要に応じて経営執行会議を開催し、

協議等を行っております。また、信用リスクに対し資本配賦を行い、モニタリングすることで、経営体力（自

己資本）の範囲内にリスク量をバランスさせております。 

②市場リスクの管理 

 (ⅰ) 市場リスクの管理に係る定性的情報 

市場リスクの管理については、内部管理上、ＶａＲから評価損益と実現損益を差し引いた実質リスクを用

いて、リスク量を把握・管理しております。 

また、市場リスクに対し資本配賦を行い、モニタリングすることで、経営体力（自己資本）の範囲内にリ

スク量をバランスさせております。 

管理態勢としては、実質リスクやＶａＲの水準について日次で把握・管理を行っているほか、月次で行わ

れるＡＬＭ委員会においても実質リスクやＶａＲの水準、評価損益額などを報告し、リスク量の把握、適切

なリスクコントロールの手段の協議・決定を行っております。 

(ⅱ) 市場リスクの管理に係る定量的情報 

     （ｱ）有価証券リスク 

当行では、保有する有価証券に関するＶａＲの算出においては、原則ヒストリカル・シミュレーショ

ン法を採用しております。なお、一部時価の把握が困難な商品（ＣＭＯ、投資信託以外のその他の証券、

非上場株式）については、取得原価等に対して一定の掛け目を乗じてリスク量を算出しております。 

ＶａＲ計測の前提条件は、保有期間60日（ただし政策投資株式は120日）、信頼水準99％、観測期間1年

として、日次で計測を行っております。 

当連結会計年度末現在におけるＶａＲは67,674百万円、実質リスクは10,072百万円となっております。 

なお、当行では、使用するＶａＲモデルについて、ＶａＲと日次損益を比較するバックテスティング

を実施し、有効性を検証しております。ただし、ＶａＲは過去の相場変動をベースに統計的に算出した

一定の発生確率での市場リスク量を計測しており、通常では考えられないほど市場環境が激変する状況
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下におけるリスクは捕捉できない場合があります。 

    （ｲ）預貸金利リスク（有価証券以外の金融商品） 

当行では、預金及び貸出金等の金利リスクの影響を受ける金融商品（有価証券を除く）に関するＶａ

Ｒの算出においては、分散・共分散法を採用しております。また、流動性預金については、コア預金内

部モデルを採用しております。なお、一部オプションを内包した貸出については、残高に一定の掛け目

を乗じてリスク量を算出しております。 

ＶａＲ計測の前提条件は、保有期間60日、信頼水準99％、観測期間1年として、月次でリスク量の計測

を行っております。当連結会計年度末現在における預貸金利リスク量は、△9,310百万円となっておりま

す。なお、預貸金利リスクの計測対象としている金融商品においては、当連結会計年度末現在で指標と

なる金利が上昇した場合には、全体では価値が高まるため、内部管理上ではリスク量を負の値として計

測しております。 

ただし、ＶａＲは過去の金利変動をベースに統計的に算出した一定の発生確率での市場リスク量を計

測しており、通常では考えられないほど金利環境が激変する状況下におけるリスクは捕捉できない場合

があります。 

③資金調達に係る流動性リスクの管理 

流動性リスクについては、日々資金ギャップ限度額による管理を行っております。また、月次ベースで資金

繰りの予想・実績を作成し、計画との差異を検証しております。 

さらに、緊急時に備えて組織体制や対応策などをまとめたコンティンジェンシープランを策定しております。

なお、当行では国債等流動化可能債券やその他流動性の高い資産を潤沢に保有しており、流動性リスクに対し

て万全の態勢を整備しております。 

(4) 金融商品の時価等に関する事項についての補足説明 

金融商品の時価には、市場価格に基づく価額のほか、市場価格がない場合には合理的に算定された価額が含

まれております。当該価額の算定においては一定の前提条件等を採用しているため、異なる前提条件等によっ

た場合、当該価額が異なることもあります。 
 
2．金融商品の時価等に関する事項 

 2021年3月31日における連結貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額は、次のとおりであります。なお、連

結貸借対照表計上額の重要性が乏しい科目及び時価を把握することが極めて困難と認められる非上場株式等は、

次表には含めておりません。 

 連結貸借対照表 

計上額（百万円） 

時 価 

（百万円） 

差 額 

（百万円） 

(1) 現金預け金 872,988 872,988 － 

(2) 有価証券    

  満期保有目的の債券 89,143 89,023 △ 120 

  その他有価証券 1,696,212 1,696,212 － 

(3) 貸出金 3,554,553   

   貸倒引当金(*1) △ 40,763   

 3,513,789 3,585,528 71,738 

資産計 6,172,133 6,243,751 71,617 

(1) 預金 4,432,481 4,433,369 887 

(2) 譲渡性預金 285,982 285,982 － 

(3) コールマネー及び売渡手形 115,456 115,456 － 

(4) 債券貸借取引受入担保金 445,776 445,776 － 

(5) 借用金 597,672 597,474 △ 198 

負債計 5,877,369 5,878,059 689 

デリバティブ取引(*2)    

ヘッジ会計が適用されていないもの (1,533) (1,533) － 

ヘッジ会計が適用されているもの 1,333 1,333 － 

デリバティブ取引計 (200) (200) － 

(*1) 貸出金に対応する一般貸倒引当金及び個別貸倒引当金を控除しております。 

(*2) その他資産・負債に計上しているデリバティブ取引を一括して表示しております。 

デリバティブ取引によって生じた正味の債権・債務は純額で表示しております。なお、合計で正味の債
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務となる項目は（    ）で表示しております。 

 

(注1) 金融商品の時価の算定方法 

資 産 

(1) 現金預け金 

これらは、満期のないもの又は残存期間が短期間（1年以内）のものであり、時価は帳簿価額と近似して

いることから、当該帳簿価額を時価としております。 

(2) 有価証券 

株式は取引所の価格を時価としております。債券は日本証券業協会等の公表市場価格、情報ベンダー算

定価格、ブローカー提示価格の優先順位で時価としております。投資信託は公表基準価格、ブローカー提

示価格の優先順位で時価としております。 

自行保証付私募債は、内部格付、保全、期間に基づく区分ごとに、元利金の合計額を同様の新規引受を

行った場合に想定される利率で割り引いて時価を算定しております。 

(3) 貸出金 

変動金利によるものは、短期間で市場金利を反映するため、貸出先の信用状態が実行後大きく異なって

いない限り、時価は帳簿価額と近似していることから、当該帳簿価額を時価としております。固定金利に

よるものは、貸出金の種類及び内部格付、保全、期間に基づく区分ごとに、元利金の合計額を同様の新規

貸出を行った場合に想定される利率で割り引いて時価を算定しております。なお、残存期間が短期間（1年

以内）のものは、時価は帳簿価額と近似していることから、当該帳簿価額を時価としております。 

また、破綻先、実質破綻先及び破綻懸念先に対する債権等については、見積将来キャッシュ･フローの現

在価値又は担保及び保証による回収見込額等に基づいて貸倒見積高を算定しているため、時価は帳簿価額

から貸倒引当金計上額を控除した金額に近似しており、当該価額を時価としております。 

なお、ヘッジ会計により、ヘッジ対象となる貸出金と一体として処理されている金利スワップ取引の時

価を含めて記載しております。 

負 債 

(1) 預金 

 要求払預金については、連結決算日に要求された場合の支払額（帳簿価額）を時価とみなしております。

また、定期預金の時価は、預金の種類及び期間に区分して、将来のキャッシュ･フローを割り引いて現在価

値を算定しております。その割引率は、新規に預金を受け入れる際に使用する利率を用いております。なお、

残存期間が短期間（1年以内）のものは、時価は帳簿価額と近似していることから、当該帳簿価額を時価と

しております。 

(2) 譲渡性預金 

これらは、残存期間が短期間（1年以内）であり、時価は帳簿価額と近似していることから、当該帳簿価

額を時価としております。 

(3) コールマネー及び売渡手形 

これらは、残存期間が短期間（1年以内）であり、時価は帳簿価額と近似していることから、当該帳簿価

額を時価としております。 

(4) 債券貸借取引受入担保金 

これらは、残存期間が短期間（1年以内）であり、時価は帳簿価額と近似していることから、当該帳簿価

額を時価としております。 

(5) 借用金 

変動金利によるものは、短期間で市場金利を反映するため、時価は帳簿価額と近似していることから、

当該帳簿価額を時価としております。固定金利によるものは、元利金の合計額を、新規に同様の借入を行っ

た場合に想定される利率で割り引いた現在価値により算定しております。なお、残存期間が短期間（1年以

内）のものについては、時価は帳簿価額と近似していることから、当該帳簿価額を時価としております。 

デリバティブ取引 

       取引所の価格のほか、割引現在価値やオプション価格計算モデル等により算出しております。なお、金利

スワップの特例処理によるものは、ヘッジ対象とされている貸出金と一体として処理されているため、その

時価は、当該貸出金の時価に含めて記載しております。 
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(注2) 時価を把握することが極めて困難と認められる金融商品の連結貸借対照表計上額は次のとおりであり、金

融商品の時価情報の「資産(2)その他有価証券」には含まれておりません。 

 区分 
連結貸借対照表計上額 

（百万円） 

①非上場株式(*1) (*2) 2,204 

②組合出資金(*3) 15,029 

③その他 7,093 

合計 24,326 

(*1) 非上場株式については、市場価格がなく、時価を把握することが極めて困難と認められることから時

価開示の対象とはしておりません。 

(*2) 当連結会計年度において、非上場株式について112百万円減損処理を行っております。 

(*3) 組合出資金のうち、組合財産が非上場株式など時価を把握することが極めて困難と認められるもので

構成されているものについては、時価開示の対象とはしておりません。 
 
(注3) 金銭債権及び満期のある有価証券の連結決算日後の償還予定額                                                                   

 
1年以内 

（百万円） 

1年超 

3年以内 

（百万円） 

3年超 

5年以内 

（百万円） 

5年超 

7年以内 

（百万円） 

7年超 

10年以内 

（百万円） 

10年超 

（百万円） 

預け金 821,499 － － － － － 

有価証券 51,817 296,862 123,232 117,907 247,538 419,972 

満期保有目的の債券 19,317 37,234 28,200 4,290 100 － 

その他有価証券のうち 

満期があるもの 
32,500 259,628 95,032 113,617 247,438 419,972 

貸出金 857,979 629,239 521,558 347,752 383,444 814,579 

合計 1,731,296 926,102 644,790 465,659 630,982 1,234,551 

(注4) 預金、借用金及びその他の有利子負債の連結決算日後の返済予定額                                                           

 
1年以内 

（百万円） 

1年超 

3年以内 

（百万円） 

3年超 

5年以内 

（百万円） 

5年超 

7年以内 

（百万円） 

7年超 

10年以内 

（百万円） 

10年超 

（百万円） 

預金(*) 3,958,540 420,442 53,498 － － － 

譲渡性預金 285,982 － － － － － 

コールマネー及び売渡手形 115,456 － － － － － 

債券貸借取引受入担保金 445,776 － － － － － 

借用金 53,525 392,207 151,940 － － － 

合計 4,859,281 812,650 205,438 － － － 

(*) 預金のうち、要求払預金については、「1年以内」に含めて記載しております。 

 

（有価証券関係） 

  1．売買目的有価証券（2021年3月31日現在） 

該当事項はありません。 
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2．満期保有目的の債券（2021年3月31日現在） 

 
種類 

連結貸借対照表 

計上額（百万円） 

時価 

（百万円） 

差額 

（百万円） 

時価が連結

貸借対照表

計上額を超

えるもの 

国債 － － － 

地方債 － － － 

短期社債 － － － 

社債 37,790 37,877 87 

その他 － － － 

小計 37,790 37,877 87 

時価が連結

貸借対照表

計上額を超

えないもの 

国債 － － － 

地方債 － － － 

短期社債 － － － 

社債 51,253 51,054 △ 199 

その他 100 91 △ 8 

小計 51,353 51,145 △ 207 

合計 89,143 89,023 △ 120 
 
3．その他有価証券（2021年3月31日現在） 

 
種類 

連結貸借対照表 

計上額（百万円） 

取得原価 

（百万円） 

差額 

（百万円） 

連結貸借対

照表計上額

が取得原価

を超えるも

の 

株式 45,155 14,854 30,300 

債券 636,648 612,597 24,050 

国債 380,958 359,928 21,030 

地方債 188,096 186,397 1,698 

短期社債 － － － 

社債 67,593 66,270 1,322 

その他 459,266 432,471 26,795 

小計 1,141,070 1,059,923 81,146 

連結貸借対

照表計上額

が取得原価

を超えない

もの 

株式 7,056 7,828 △ 772 

債券 188,874 191,150 △ 2,276 

国債 130,002 132,071 △ 2,069 

地方債 56,906 57,109 △ 202 

短期社債 － － － 

社債 1,964 1,969 △ 4 

その他 359,211 368,274 △ 9,062 

小計 555,142 567,253 △ 12,110 

合計 1,696,212 1,627,176 69,036 
 

4．当連結会計年度中に売却した満期保有目的の債券（自 2020年4月1日 至 2021年3月31日） 

 

 

売却原価 

（百万円） 

売却額 

（百万円） 

売却損益 

（百万円） 

国債 － － － 

地方債 － － － 

短期社債 － － － 

社債 730 732 2 

その他 － － － 

合計 730 732 2 

 （売却の理由）買入消却によるものであります。 
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5．当連結会計年度中に売却したその他有価証券（自 2020年4月1日 至 2021年3月31日） 

 

 

売却額 

（百万円） 

売却益の合計額 

（百万円） 

売却損の合計額 

（百万円） 

株式 9,830 2,505 1,146 

債券 24,511 － 703 

 国債 24,511 － 703 

 地方債 － － － 

 短期社債 － － － 

 社債 － － － 

その他 42,326 1,393 3,199 

合計 76,668 3,899 5,050 

 

（金銭の信託関係） 

1．運用目的の金銭の信託（2021年3月31日現在） 

 
連結貸借対照表計上額 

（百万円） 

当連結会計年度の損益に含ま

れた評価差額（百万円） 

運用目的の金銭の信託 4,978 － 
 
2．満期保有目的の金銭の信託（2021年3月31日現在） 

該当事項はありません。 
 
3．その他の金銭の信託（運用目的及び満期保有目的以外）（2021年3月31日現在） 

該当事項はありません。 

 

（企業結合等関係） 

共通支配下の取引等 

1．連結子会社による自己株式の取得 

(1) 取引の概要 

① 結合当事企業の名称及びその事業の内容 

結合当事企業の名称  山陰総合リース株式会社 

事業の内容  リース業 

② 企業結合日 

2021年2月26日 

③ 企業結合の法的形式 

非支配株主からの自己株式の取得 

④ 結合後企業の名称 

変更ありません。 

⑤ その他取引の概要に関する事項 

グループ経営体制の強化を目的として、山陰総合リース株式会社は、非支配株主が保有する株式の取得（自

己株式の取得）を行いました。この結果、山陰総合リース株式会社に対する当行の議決権比率は100％となり

ました。 

(2) 実施した会計処理の概要 

「企業結合に関する会計基準」（企業会計基準第21号 2019年1月16日）及び「企業結合会計基準及び事業分

離等会計基準に関する適用指針」（企業会計基準適用指針第10号 2019年1月16日）に基づき、共通支配下の

取引等のうち、非支配株主との取引として処理しております。 

(3) 子会社株式の追加取得に関する事項 

 取得原価及び対価の種類ごとの内訳 

取得の対価  現金預け金   102百万円 

取得原価            102百万円 

(4) 非支配株主との取引に係る当行の持分変動に関する事項 

① 変動要因 

  連結子会社において非支配株主から取得した自己株式の取得原価が非支配株主持分の減少額を下回ったも
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のであります。 

② 非支配株主との取引によって増加した資本剰余金の額 

      677百万円 

 

（1株当たり情報） 

1．1株当たりの純資産額   2,433円2銭 

2．1株当たりの親会社株主に帰属する当期純利益金額   62円14銭 

3．潜在株式調整後1株当たり親会社株主に帰属する当期純利益金額   62円3銭 
 

1株当たりの純資産額の算定上、自己株式に計上した株式給付信託（ＢＢＴ）が保有する当行株式数（888千株）

は、当連結会計年度末発行済株式総数から控除する自己株式数に含めております。また、1株当たりの親会社株

主に帰属する当期純利益金額及び潜在株式調整後1株当たり親会社株主に帰属する当期純利益金額の算定上、自

己株式に計上した株式給付信託（ＢＢＴ）が保有する当行株式の当連結会計年度平均株式数（924千株）は、当

連結会計年度平均株式数の計算において控除する自己株式数に含めております。 

 

（ストック・オプション等関係） 

1．ストック・オプションにかかる費用計上額及び科目名 

  該当事項はありません。 
 
2．ストック・オプションの内容、規模及びその変動状況 

(1) ストック・オプションの内容 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 
 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 
 

 
2008年ストック・ 

オプション 

2009年ストック・ 

オプション 

2010年ストック・ 

オプション 

付与対象者の区分及び人数 
当行取締役  17名 

当行監査役   5名 

当行取締役  17名 

当行監査役   5名 

当行取締役  17名 

当行監査役   5名 

株式の種類別のストック・ 

オプションの数（注） 
普通株式 163,500株 普通株式 180,700株 普通株式 224,000株 

付与日 2008年7月25日 2009年7月23日 2010年7月23日 

権利確定条件 定めておりません 定めておりません 定めておりません 

対象勤務期間 定めておりません 定めておりません 定めておりません 

権利行使期間 
2008年7月26日から 

2033年7月25日まで 

2009年7月24日から 

2034年7月23日まで 

2010年7月24日から 

2035年7月23日まで 

 
2011年ストック・ 

オプション 

2012年ストック・ 

オプション 

2013年ストック・ 

オプション 

付与対象者の区分及び人数 

当行取締役   8名 

当行監査役   5名 

当行執行役員 10名 

当行取締役   8名 

当行監査役   5名 

当行執行役員 10名 

当行取締役   8名 

当行監査役   5名 

当行執行役員 10名 

株式の種類別のストック・ 

オプションの数（注） 
普通株式 258,000株 普通株式 281,800株 普通株式 202,100株 

付与日 2011年7月26日 2012年7月27日 2013年7月26日 

権利確定条件 定めておりません 定めておりません 定めておりません 

対象勤務期間 定めておりません 定めておりません 定めておりません 

権利行使期間 
2011年7月27日から 

2036年7月26日まで 

2012年7月28日から 

2037年7月27日まで 

2013年7月27日から 

2038年7月26日まで 
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（注）株式数に換算して記載しております。 

 
(2) ストック・オプションの規模及びその変動状況 

当連結会計年度において存在したストック・オプションを対象とし、ストック・オプションの数については、

株式数に換算して記載しております。 

①ストック・オプションの数 
 

 
2008年ストック・ 

オプション 

2009年ストック・ 

オプション 

2010年ストック・ 

オプション 

権利確定前    

前連結会計年度末 21,700株 26,100株 34,300株 

付与 － － － 

失効 － － － 

権利確定 11,000株 12,200株 16,000株 

未確定残 10,700株 13,900株 18,300株 

権利確定後    

前連結会計年度末 － － － 

権利確定 11,000株 12,200株 16,000株 

権利行使 11,000株 12,200株 16,000株 

失効 － － － 

未行使残 － － － 
  

 
2011年ストック・ 

オプション 

2012年ストック・ 

オプション 

2013年ストック・ 

オプション 

権利確定前    

前連結会計年度末 50,600株 66,300株 55,500株 

付与 － － － 

失効 － － － 

権利確定 24,600株 26,900株 19,100株 

未確定残 26,000株 39,400株 36,400株 

権利確定後    

前連結会計年度末 － － － 

権利確定 24,600株 26,900株 19,100株 

権利行使 24,600株 26,900株 19,100株 

失効 － － － 

未行使残 － － － 

 
2014年ストック・ 

オプション 

2015年ストック・ 

オプション 

付与対象者の区分及び人数 

当行取締役   8名 

当行監査役   5名 

当行執行役員 11名 

当行取締役   8名 

当行監査役   5名 

当行執行役員 10名 

株式の種類別のストック・ 

オプションの数（注） 
普通株式 231,800株 普通株式 122,000株 

付与日 2014年7月25日 2015年7月24日 

権利確定条件 定めておりません 定めておりません 

対象勤務期間 定めておりません 定めておりません 

権利行使期間 
2014年7月26日から 

2039年7月25日まで 

2015年7月25日から 

2040年7月24日まで 
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2014年ストック・ 

オプション 

2015年ストック・ 

オプション 

権利確定前   

前連結会計年度末 72,500株 59,100株 

付与 － － 

失効 － － 

権利確定 30,000株 16,900株 

未確定残 42,500株 42,200株 

権利確定後   

前連結会計年度末 － － 

権利確定 30,000株 16,900株 

権利行使 30,000株 16,900株 

失効 － － 

未行使残 － － 

②単価情報 

 2008年ストック・ 

オプション 

2009年ストック・ 

オプション 

2010年ストック・ 

オプション 

権利行使価格（注） 1円 1円 1円 

行使時平均株価 550円 550円 550円 

付与日における公正な評価

単価（注） 
878円 804円 609円 

 
 2011年ストック・ 

オプション 

2012年ストック・ 

オプション 

2013年ストック・ 

オプション 

権利行使価格（注） 1円 1円 1円 

行使時平均株価 550円 550円 550円 

付与日における公正な評価

単価（注） 
569円 500円 710円 

   
 2014年ストック・ 

オプション 

2015年ストック・ 

オプション 

権利行使価格（注） 1円 1円 

行使時平均株価 550円 550円 

付与日における公正な評価

単価（注） 
677円 1,182円 

（注）1株当たりに換算して記載しております。 
 
3．ストック・オプションの権利確定数の見積方法 

基本的には、将来の失効数の合理的な見積りは困難であるため、実績の失効数のみ反映させる方法を採用し

ております。 

 



36 
 

連結計算書類の作成方針 

1．連結の範囲に関する事項 

 (1) 連結される子会社及び子法人等           9社 

   松江不動産株式会社 

   合銀ビジネスサービス株式会社 

   株式会社山陰オフィスサービス 

   ごうぎん証券清算準備株式会社 

   山陰債権回収株式会社 

   山陰総合リース株式会社 

   ごうぎん保証株式会社 

   株式会社ごうぎんクレジット 

   ごうぎんキャピタル株式会社 

なお、ごうぎん証券清算準備株式会社は、2020年11月2日にごうぎん証券株式会社から社名変更しており、

当連結会計年度末において清算手続き中であります。 
 

  (2) 非連結の子会社及び子法人等          10社 

    主要な会社名 

しまね大学発・産学連携投資事業有限責任組合 

とっとり大学発・産学連携投資事業有限責任組合 
 

非連結の子会社及び子法人等は、その資産、経常収益、当期純損益（持分に見合う額）、利益剰余金（持分

に見合う額）及びその他の包括利益累計額（持分に見合う額）等からみて、連結の範囲から除いても企業集団

の財政状態及び経営成績に関する合理的な判断を妨げない程度に重要性が乏しいため、連結の範囲から除外し

ております。 
  
2．持分法の適用に関する事項 

 (1) 持分法適用の非連結の子会社及び子法人等      0社 

 (2) 持分法適用の関連法人等              0社 

 (3) 持分法非適用の非連結の子会社及び子法人等    10社 

主要な会社名 

しまね大学発・産学連携投資事業有限責任組合 

とっとり大学発・産学連携投資事業有限責任組合 

 (4) 持分法非適用の関連法人等            0社 

持分法非適用の非連結の子会社及び子法人等は、当期純損益（持分に見合う額）、利益剰余金（持分に見合

う額）及びその他の包括利益累計額（持分に見合う額）等からみて、持分法の対象から除いても連結計算書類

に重要な影響を与えないため、持分法の対象から除いております。 
 
3．連結される子会社及び子法人等の事業年度等に関する事項 

連結される子会社及び子法人等の決算日は、すべて3月末日であります。 

 

 

 

 

 

 


